
問題１．本邦にあるメーカーＸは、１年前にドイツから輸入した測定装置（輸

出令別表第１の２の項該当）が故障したので、修理のためにドイツの

メーカーに来週、輸出する予定である。この場合、無償告示第一号１

の規定により輸出許可は不要である。 

 

問題２．本邦にあるメーカーＸは、外為令別表の９の項に該当するプログラム  

   αをアメリカにある子会社に来週、電子メールで送る予定である。プロ 

グラムαの価額が９０万円であれば、少額特例が適用できるので、役務 

取引許可は不要である。  

 

問題３．貨物の仲介貿易取引許可は、外為法第２５条第４項で規定されている。  

 

問題４．本邦にある貿易会社Ｘは、来月、ベアリングとバルブを米国にある子 

   会社に輸出する予定である。輸出令別表第１の１から１５の項までの政 

令の規定を確認したが、ベアリングとバルブの文言はなかった。この場 

合、べアリングとバルブはリスト規制非該当と判断してよい。  

 

問題５．本邦にあるメーカーＸの担当者が、昨日来日した中国のメーカーＹの 

   担当者に外為令別表の１６の項に該当する新製品に関する技術を口頭で 

   提供する場合は、キャッチオール規制の対象外であるが、外為令別表の 

   １から１５までの項に該当する技術を口頭で提供する場合は、役務取引 

   許可が必要である。   

    

問題６．本邦にあるメーカーＸの営業部のＡ係長は、フランスにあるメーカー 

   Ｙから、輸出令別表第１の３の２の項に該当する遠心分離機１０セット 

   の注文を受けた。この場合、メーカーＸは、受注したＡ係長名で、個別 

   の輸出許可申請を行えばよい。 

 

問題７．本邦にあるメーカーＸは、１つの契約で、輸出令別表第１の３の項

（２）に該当する貯蔵容器（３セット）を米国にある石油会社に輸出

することになった。製造の関係で、９月、１０月、１１月の３回に分

けて輸出する場合、輸出許可は１度取得すればよい。 

 

問題８．通常兵器の過度な蓄積の防止を目的としている国際輸出管理レジーム

は、オーストラリア・グループ（ＡＧ）である。 



問題９．国際輸出管理レジームの一部又は全てに参加していない国においては、

国内に輸出管理に関する法令がないか法令があっても有効に機能して

いないことから、懸念国・紛争国の組織等がリスト規制貨物や技術を

容易に入手する可能性がある。したがって、当該国を仕向地（提供地）

とする場合、本邦の輸出者（提供者）は、用途や需要者をより慎重に

確認する必要がある。下線部分は正しい。 

 

問題１０．外為法等遵守事項では、会社にあっては取締役又は執行役若しくは 

    執行役員が取引審査の最終判断権者となり、疑義ある取引の遂行を未 

    然に防止することが求められている。  

  

問題１１．外為法第２５条第１項中の政令とは、外為令を指し、外為法第４８ 

    条第１項中の政令は、輸出令をさす。 

 

問題１２．東京にある貿易会社Ｘは、パキスタンにある外国ユーザーリストに 

    掲載されている企業Ｙの医療器具製造部門から、輸出令別表第１の１ 

    ６の項に該当する接着剤（５本）の注文を受けた。用途を確認したと 

    ころ、医療器具の製造に使用すると連絡を受けたが、外国ユーザーリ 

    ストは、いわゆるブラックリストであるから、この場合、貿易会社Ｘ 

    は、キャッチオール規制に基づく輸出許可が必要である。 

 

問題１３．「安全保障貿易に係る輸出管理の厳正な実施について」（大臣通達） 

    では、「輸入者・最終需要者等については、初めて引き合いがあった 

    場合には、その引き合いルートにかかわらず、軍事関連企業との取引 

    等懸念すべき点がないか等を慎重に審査することはもちろんのこと、 

    取引開始後もその動向等を把握し、定期的に再度審査を行うこと。」 

    とされている。下線部分は正しい。 

 

問題１４．運用通達では、許可申請時に必要な契約書には、「原則として、政 

    府の許可が得られるまで契約が発効しない旨の規定を盛り込んだもの 

    であること。」が求められている。 

 

問題１５．東京にあるＸ大学のα教授は、英国にある著名な科学雑誌（市販さ 

れている）から依頼を受け、外為令別表の５の項に該当する製造技術 

が含まれている論文を来週、同誌に投稿する予定である。この場合、 

役務取引許可は不要である。 



問題１６．外為法第５５条の１０第１項により、外為法第２５条第１項に規定 

    する取引又は第４８条第１項に規定する輸出を業として行う者は、輸 

    出者等遵守基準を定めなければならない。下線部分は正しい。     

 

問題１７．輸出令別表第１の２の項に該当する貨物を無許可輸出した場合、外 

    為法第６９条の６第２項により、懲役刑は、「１０年以下の懲役」と 

    規定されている。下線部分は正しい。 

 

問題１８．キャッチオール規制における規制対象地域は、全地域である。下線 

    部分は正しい。 

 

問題１９．本邦にある貿易会社Ｘは、国内にあるメーカーＹより、製品αを購 

    入し、該非判定書を入手したところ、リスト規制非該当と記載があっ 

    たので、そのまま該非判定書を再チェックすることなく、輸出した。 

    輸出後、メーカーＹから、製品αは、輸出令別表第１の２の項に該当 

    することが判明したと連絡があった。この場合、外為法違反に問われ 

    るのは、メーカーＹであって、貿易会社Ｘは、外為法違反に問われる 

    ことはない。 

 

問題２０．北海道にあるＸ市では、オーストラリアにあるＹ市と姉妹都市の契 

    約を締結した。その記念として、Ｘ市は、輸出令別表第１の９の項に 

    該当する防災無線の設備一式（価額２００万円）を寄贈する予定であ 

    る。この場合、Ｘ市は、地方公共団体なので、輸出許可は不要である。 

 

問題２１．外為令別表でいう「技術」とは、貨物の設計、製造又は使用に必要 

    な特定の情報をいい、技術データ又は技術支援の形態により提供され 

    る。 

 

問題２２．特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可を使用 

    して、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可が 

    適用できるリスト規制該当貨物を、輸出令別表第３に掲げる地域に輸 

    出する場合、用途や需要者の確認は不要である。 

 

問題２３．本邦にある貿易会社Ｘに勤務するアメリカ人のＹ氏は、来日して２ 

    ヶ月であるが、外為法上は、居住者として取り扱われる。 

 



問題２４．外為法等遵守事項では、該非判定に関して手続を明確にし、実施す 

    ることが求められている。 

 

問題２５．輸出令別表第３に掲げる地域とは、いわゆる懸念国で、イラン、イ 

ラク、北朝鮮のことである。 

 

  



※問題文中で使用される略称・用語について 

外為法 外国為替及び外国貿易法 

輸出令 輸出貿易管理令 

外為令 外国為替令 

無償告示 輸出貿易管理令第４条第１項第二号のホ及びヘの規定

に基づく経済産業大臣が告示で定める無償で輸出すべ

きものとして無償で輸入した貨物及び無償で輸入すべ

きものとして無償で輸出する貨物 

少額特例 輸出貿易管理令第４条第１項第四号で規定されている

特例 

告示貨物 輸出貿易管理令別表第３の３の規定により経済産業大

臣が定める貨物 

貨物等省令 輸出貿易管理令別表第１及び外国為替令別表の規定に

基づき貨物又は技術を定める省令 

運用通達 輸出貿易管理令の運用について 

外為法等遵守事項 「輸出管理内部規定の届出等について」の（別紙１）

に記載されている。 
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